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１．ISCN の設置について 

 

2010 年 4 月、ワシントンでの核セキュリティ・サミットにおいて、我が国はアジア地

域を中心に核不拡散・核セキュリティ強化に貢献するために、日本原子力研究開

発機構（JAEA）に核不拡散・核セキュリティ総合支援センターを設置し、人材育成

支援や基盤整備支援などを実施していくとするコミットメントを行った。これに基づき、

同年 12月には、核不拡散・核セキュリティ総合支援センター（ISCN）が設置された。 

JAEA は、試験研究炉、「ふげん」や「もんじゅ」などの開発運転経験、再処理

MOX 燃料開発など核燃料サイクルすべてにわたる広範な技術開発や施設の保有、

その運転経験、またこれらの計量管理・保障措置や物理的防護対応についても豊

富な知識と経験を有している。このようなことから、JAEA に ISCN を設置して、アジア

地域を中心とする核不拡散・核セキュリティ分野のキャパシティ・ビルディング、基盤

整備支援、核物質の検知と測定技術の開発などに貢献することが求められた背景

である。 

ISCNの設立に当たり、国内関係機関のメンバー構成の核セキュリティ関係準備検

討会を設置し、議論の結果、以下の提言がなされた（準備検討会は２０１０年８月３日

に第１回が開催され、委員間の意見交換を重ね、１２月２４日の第５回に報告書のとり

まとめをもって終了）。 

 

（１）  核セキュリティについて人材育成が重要課題であることを念頭に入れ、核

セキュリティの国際的な共通枠組み及び IAEA支援機能などを考慮しつつ、

我が国が培ってきた経験、地域や各国の特徴を活かした人材育成に取り組

む。 

（２）  アジア地域の多様性に着目し、相互理解を深めながら地域的な人的ネット

ワークを構築する。 

（３）  ３S を意識し、核セキュリティと保障措置、安全を組み込んだ支援活動を検

討していく。 

 

また、文部科学省を始め、内閣府・原子力委員会、経済産業省・原子力安全・保安

院、外務省、警察庁などで構成された関係府省検討会、そして原子力事業者等から

ISCN の事業についてご意見をいただいた。これらご意見を受けて、ISCN としては、

下記のビジョンと事業運営の方針に基づき、核不拡散/保障措置、核セキュリティ分野

について、アジア地域を中心とした原子力新興国の支援を行うため、対象国のニーズ

を十分に把握し、日本政府、国内の関係機関、また IAEA をはじめ、アメリカ、EC、韓

国など関係国と十分な連携をとりつつ、総合的な取り組みをおこない、国際拠点として

ふさわしい事業を、展開していくこととした。 
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２．ビジョンと事業運営の方針 

 

 現在、ISCN では以下のような 3 つのビジョンと 6 つの運営方針を基に事業を展開し

ている。 

 

【ビジョン】 

・核不拡散と核セキュリティの重要性を認識し、本分野のリーダーとなる人材育成及び

法制度・規則などの基盤整備の支援 

・原子力平和利用と核不拡散の両立，核セキュリティ確保に向けた取り組みを行い、そ

の情報発信などによる核不拡散・核セキュリティ文化の醸成 

・核物質等の検知・測定技術の開発による国際社会の核不拡散・核セキュリティの強

化への貢献 

 

【事業運営の方針】 

 我が国の独自性を発揮しながら、最小限の投資で最大限の効果を発揮することを基

本とし、次の 6 本を ISCN の運営の戦略として立てている。 
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・ニーズに対応したきめ細やかな対応 

・蓄積した経験を活用 

・既存の施設を有効に活用 

・技術開発との一体的運用 

・最先端の技術を活用 

・国内外機関との効果的連携 

 

３．活動概要 

 

（１）これまでの活動概要 

2011年 3月の東日本大震災と福島第一原子力発電所の事故により、本格的な活

動開始はやや遅れたが、同年 5 月から開始した支援対象国でのニーズ調査やセミ

ナーなどから活動を始め、2011 年度は予定していたトレーニング事業をほぼ予定通

り行い、また、2012 年度も計画通りの活動を行っている。すでに米国、ロシア、EC な

どは本分野のトレーニングセンターは以前から活動しているが、ワシントンでの第 1

回核セキュリティ・サミットにおいて、多くの国が人材育成支援の COE（Center of 

Excellence）の設立をコミットメントしたが、実際にそれを設立し、事業計画に沿って

多くの活動を行っているのは、現在のところ ISCN が唯一である。 

ソウルで開催された第２回核セキュリティ・サミットにおいても、我が国政府は、ISCN

の活動について National Progress Report 中で、「我が国は，2010 年 12 月に日本原

子力研究開発機構(JAEA)の下に核不拡散・核セキュリティ総合支援センター(ISCN)

を設立した。核物質防護研修フィールドやバーチャル・リアリティ訓練システムを備え

たこのセンターにおいて，我が国は人材育成プログラムを通じて国際的な核セキュリ

ティ向上に貢献してきている。2012 年 3 月 14 日現在，ISCN は，IAEA 等の関係諸機

関と協力して，計約 250 名の研修生に対し, 核不拡散・核セキュリティに関わる規制

の導入及び原子力関連の技術開発に関する 11 のトレーニング事業を実施してきた」

と報告しており、また、会議における総理のステートメントの中で、「（途上国への人

的・物的支援の充実について、）『核不拡散・核セキュリティ総合支援センター』を通じ、

人材の受け入れや研修を拡充します」と述べている。 

 
（２）これまでの活動実績の概要 

  これまでの 2 年間、ISCN は核セキュリティ、核不拡散/保障措置などの分野で、30

回を超えるトレーニング、セミナー、ワークショップ等を開催し、参加国数は 30、参加

者は 1,000 名を超えてきている。 

  アジア諸国を中心とした海外向けのトレーニング等のみならず、（旧）原子力安
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全・保安院、原子力規制庁、警察関係、自衛隊、原子力事業者、電気事業者など

国内関係機関向けのトレーニング、セミナー等も開催し、多くの参加を得ている。特

に原子力規制庁とは、核セキュリティのトレーニング・カリキュラムの整備、そして新

任の核物質防護検査官の研修などで協力関係を強めている。 

   ISCN ではトレーニング・プログラムのツールとして、核物質防護実習フィールド

（PP フィールド）とバーチャル・リアリティ（VR）・システムを整備してきた。これらのツ

ールの整備にあったては、政府関係機関、米国 DOE/サンディア国立研究所

（SNL）、IAEA 等の協力を得て整備を進めてきてい。すでに、両ツールについては

核セキュリティトレーニングに取り入れているが、それは世界でも ISCN のみであり、

今後、トレーニング・プログラムへの活用を一層充実したものとしていく予定である。 

また、ISCN の活動の柱として、設置時点より、先端技術をベースとする核セキュリ

ティ強化のための技術開発を原子力機構の関連部署との連携、そして米国エネル

ギー省（DOE）・国立研究所や欧州員会（EC）/共同研究センター（JRC）との協力に

より実施している。この技術開発では、核鑑識に関する技術開発、従来技術では検

知・測定困難と考えられる対象物中の核物質に関する先端的な検知・測定技術の

開発を進めている。また、世界的な供給不足が懸念されているヘリウム-3 ガス中性

子検知器に代わる中性子検知器の開発を行っている。
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（３）ISCN 活動の評価 

①ISCN の活動に関する主な評価として以下のようなものがある。 

日米政府による「核セキュリティ作業グループ（NSWG）」での評価 

ISCN の活動に関する協力は NSWG の協力項目の一つとなっており、今年 1 月

に米国で開催された会合では、米国側より「ISCN は素晴らしい成果をあげてい

る」とのコメントがなされた。 

②ベトナムとの協力 

ベトナムとの協力は、ほぼ 5 年前に旧・核不拡散科学技術センターにより開始さ

れており、それを ISCNは引き継ぎ、特に IAEAとの追加議定書（AP）を批准する

ために必要な条件整備やトレーニングなどついて、日本の経験をもとにした密

接な協力を行ってきた。その成果もあり、昨年 9 月、ベトナムは追加議定書を批

准した。 

③その他の評価 

2 月 JAEA/米国エネルギー省との定期会合（PCG）での米国側代表（次官補代

理代行のメンデルスドーン氏）や IAEA 保障措置局部長ジル・クーリー氏、人材

育成支援を行っているアジア諸国等から、ISCN の活動を評価する多くのコメン

トをいただいている。 
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４．キャパシティ・ビルディング機能強化への貢献 

 
キャパシティ・ビルディング機能強化への貢献としては、現在以下に記載する、3 つ

のコース、即ち国際核不拡散枠組みコース、核セキュリティコース、保障措置・国内計

量管理コースを実施している。（参考資料１：キャパシティ・ビルディング支援項目） 

 

4.1 国際核不拡散枠組みコース 

 

（１）活動の目標 

日本との原子力開発協力の拡大が見込まれる国、政府レベルで協力要請のあ

った国に対し、核不拡散・核セキュリティの活動の重要性の啓蒙と共に、相手国の

原子力開発の現状や核不拡散・核セキュリティ分野におけるニーズを幅広く把握

し、双方の関係者の今後の協力に向けての理解を得る。 

 

（２）活動のポイント： 

①今後の協力に向けてのスタートラインとしての位置づけ（キックオフ会合）となる

「原子力平和利用と核不拡散/核セキュリティ」に関するセミナーを開催し、協力

の展望（相手国の状況に応じ保障措置、核セキュリティ関連の具体的協力の項

目摘出・協力方法の協議）について意見交換する。なお、本コースの開催に当

たり、文部科学省、外務省、経済産業省等と密接な連携協力を行っている。 

②継続的、具体的協力を行っている相手国に対し、適切な時期に再度総括的な

セミナーを行う。これにより相手国の開発側、規制側、運転側の上層部に核不

拡散・核セキュリティの活動の重要性について再確認を行い、その後の協力に

資する。 

 

（３）重要な点 

①核不拡散・核セキュリティ分野における相手国の幅広い関係機関（規制当局、

事業者、研究開発機関等を含む）から幹部職員の参加を得る（初期のキックオ

フについては政策担当者、規制当局、研究開発機関の参加が主になることが

多い）。 

②政府レベルの協力であるので、相手国駐在の日本大使館（可能であれば大使）

から参加を得る。 

③核不拡散・核セキュリティを幅広くカバーする。核不拡散・核セキュリティに係る

国際的動向、我が国の法体系での対応を含めた実施状況の説明、相手国の

現状のレビューと対応のためのディスカッション等が内容となり、1-2 日間のセミ

ナー形式としている。 
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④包括的な国際枠組みのセミナーを経て、核不拡散・核セキュリティ分野の認識

を醸成しつつ、相手国のニーズに応じ、国内法整備、国内計量管理システム、

追加議定書、核セキュリティの具体的支援、トレーニングへ深化・移行を図る。 

 

（４）成果：2011,2012 年度活動実績（詳細は参考資料２参照） 

①カザフ：2011 の国際枠組みセミナーを踏まえ、2012 核セキュリティセミナーを実

施。 

②モンゴル：2011,2012 の国際枠組みセミナーから、追加議定書申告のワークショ

ップへの深化の方向性。 

③マレーシア：2011の国際枠組みセミナーから、2012追加議定書申告のワークシ

ョップへの深化 

④ベトナム：2011 の事業者(EVN)を含む国際枠組みセミナー、2012 総括的なセミ

ナーの実施 

⑤ヨルダン：2012 の国際枠組みセミナー、今後の協力の方向性を模索。 

⑥トルコ：2012 の国際枠組みセミナー、今後の協力の方向性を模索。 

 

（５）今後の課題 

要請により活動の範囲が中東、東欧等へと拡大しているが、優先度をどうする

か、2 年目以降のすでにセミナーを開催した国との協力の深化の方向性をどのよ

うに合意していくか等を国内外の関係機関と共に適切に調整・決定する必要があ

る。 

 

（６）関係者からの評価： 

以下に例を示す。 

①ベトナム（放射線・原子力安全規制庁） 

ベトナムは、ISCN のセミナー、トレーニングは時宜を得た有意義なものである。

ぜひ参加したい。ISCN の支援には非常に感謝しており、引き続き協力を期待し

たい。（昨年春の時点でのもの） 

②モンゴル（モンゴル原子力エネルギー庁） 

モンゴルでの核不拡散関連の人材育成に ISCN の継続的な支援を期待する。

特に保障措置分野の情報共有や支援、モンゴルでの往訪トレーニングを希望

している。 

③マレーシア（マレーシア原子力許認可委員会） 

マレーシアは 2020 年の原子力発電所建設計画に向けて保障措置、特に AP

批准に向けた具体的取組への協力を期待する。また、核セキュリティの分野の

人材育成に力を入れており、ISCN のセミナーを歓迎する。今後も情報共有、
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様々な支援の継続を期待している。 

 

この他、各セミナーでは、セミナー後担当者間で、まとめの打ち合わせを行い

セミナーの成果や今後の双方の協力事項などを確認している。基本的にはポ

ジティブな印象が多く聞かれ、次回の支援への具体的な項目を議論してい

る。 

 

4.2 核セキュリティコース 

 

（１）活動の目標 

主にアジア地域及び我が国関係者を対象に、核セキュリティの重要性や関連

知識、具体的な関連技術に関する知識を提供し、また相互に情報共有を行うこと

により、アジア地域、ひいては国際的な核セキュリティ文化の醸成と核セキュリティ

体制強化を促進することを目指す。 

 

（２）活動のポイント 

①海外向けとして、核セキュリティに関する国際的な枠組み、核鑑識、核セキュリ

ティ文化の醸成、物理的防護システムの設計と評価に関するトレーニングを提

供することで、政府機関と事業者のそれぞれの役割は何か、事業者がそれぞ

れの施設においてどのように核セキュリティ強化を行うべきか、また事業者と関

係諸機関がいかに連携すべきか等について考察を深め、知見を得る場を提供

する。 

②日本国内向けとして、上記に加え、異なる役割を担う国内の関係諸機関が核セ

キュリティに関して意見交換を行う場を提供する。また、規制当局が有効に物理

的防護システムの性能評価を行えるよう、検査官トレーニングに協力する。 

③国内学生向けとして、将来の原子力政策及び現場を担う主に国内の大学レベ

ル以上の学生を対象に、核セキュリティ概要に関するコースを提供し、核セキュ

リティとは何か、なぜ重要かについて考えてもらう機会を提供する。核セキュリテ

ィ文化醸成のための活動の一環である。 

 

（３）重要な点 

①ISCN が独自に開発した仮想の原子力施設を仮想空間上に再現した VR ステム

や、物理的防護のための様々な実機を備えた核物質防護実習（PP）フィールド

等のトレーニングツールを活用しながら、机上だけでなく実践的に核セキュリテ

ィに関する知見を習得できるよう、カリキュラムを開発している。 

②現在カリキュラム開発を共同で行っている米国サンディア国立研究所（SNL）を
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はじめ、EC の共同研究センター（JRC）や IAEA など核セキュリティ分野

について深い知見と人材育成の経験を有する諸機関と協力して、調和のとれた

活動を展開することが求められる。また、韓国や中国など他のアジア地域 COE

設立（予定）国とも連携することが重要である。情報共有やトレーニングへの相

互の人材派遣などをより充実させていく方針である。 

③核セキュリティには、例えば物理的防護設備の詳細な特徴や性能など、機微情

報にあたると考え得る事項が含まれるため、参加者のレベルや各コースの目的

に応じて、提供する情報の内容を調整することが重要である。現在、参加者の

レベルを分類し、分類に応じて説明内容を変える措置を取っている。 

 

 

 

（４）成果（詳細は参考資料３参照） 

①アジア諸国を対象とした「核物質及び原子力施設の物理的防護に係る地域

トレーニング・コース（RTC）」には、2011 年に 14 か国 28 名、2012 年に

13 か国 31 名、延べ 59 名が参加し、物理的防護システムの設計と評価に

関する知識を共有した。 

②RTCのプログラムの一環として、被爆地訪問を行い、参加者からは核不拡

散・核セキュリティの重要性に対する認識が高まった等との好評を得てい
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る。 

③世界核セキュリティ協会（WINS）と共催した国内向けのワークショップでは、演劇

によって核セキュリティ上の問題が発生した現場を再現し、より具体的な内容で

危機感を持って議論を行えるユニークな手法を用いて、国内事業者及び関係

政府機関からの参加者がそれぞれの立場から意見交換を行う場を提供した。 

④東京大学大学院工学系原子力国際専攻との協力で大学連携型核安全セキュ

リティコースを 2012年 9月に開催。2013年 3月にも同コースを開催予定。また、

特別講義等で東工大、ICU 等に協力した。 

⑤核セキュリティに関するコースには、2011 年度-2012 年度で延べ 525 名の参加

を得た（別添の活動実績参照）。 

 

（５）今後の課題 

①地域及び各国のニーズに応え、ISCNの活動を深化していくためには、センター

職員の知識と能力向上を図りつつ提供可能なコースの内容をより充実させるこ

とが不可欠である。この課題を認識し、2013 年度には、主に SNL との協力を通

じて物理的防護設備の性能試験、及びシナリオ分析に関する講師の育成とカリ

キュラム開発を図ることとしている。 

②核セキュリティコースは、これまでは主に国内において開催するコースが中心で

あったが、今後は、二国間支援対象国のニーズに応じて、核セキュリティ分野

の往訪トレーニングを行う機会が増えると考えられる。協力諸機関と協力しなが

ら、カリキュラムの開発を行うことが課題である。2013 年 5 月にリトアニアで開催

予定のワークショップについては、EC-JRC との協議を開始した。 

③今後設置される韓国、中国等の COE と連携し、効果的且つ効率的にトレーニ

ング（例えばお互いの国情なども考慮し、トレーニングの内容により分担する等）

を進める必要がある。 

 

（６）関係者からの評価 

①ISCN は米エネルギー省国家核安全保障庁（DOE/NNSA）との協定に基づき、

SNL と共同でカリキュラム、トレーニングツール及び教材の開発を行い、核セキ

ュリティ分野のトレーニング・コースを提供してきた。 

②米政府からはこの日米協力の成果が高く評価されており、政府間の日米核セキ

ュリティ・ワーキンググループ（NSWG）や、JAEA-DOE 間の日米常設調整グル

ープ（PCG）会合の場で、ISCN の人材育成支援活動による地域の核セキュリテ

ィ強化への貢献について賛辞が述べられた。 
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4.3 核セキュリティのカリキュラムとツール開発 

核セキュリティに関わるトレーニングでは、その原子力施設に関係しない第 3者に対

し、実際の原子力施設を使って常時トレーニングを行うことは不可能である。このため

、ISCN では核物質防護実習フィールド（PP フィールド）と核セキュリティトレーニング用

バーチャル・リアリティ（VR）システムを整備してきた。 

PP フィールドは核テロなどから防護するための防護フェンス、侵入者の検知のため

の各種センサー、モニターなどの防護設備・機器を実際に配置することにより、実体験

による効果的な防護実習を行うフィールドを整備し、トレーニング等に利用している。こ

のような核物質防護フィールドを効果的に利用することにより、実体験に近いものとなり、

トレーニングの内容や質を高めることができる。 

VR システムは、原子力施設やトレーニング環境をコンピューター上で構築し、これ

を大型の表示装置に３Ｄ映像のバーチャルリアリティ（仮想現実）として整備し、トレー

ニングなどに利用している。これにより、例えば、仮想原子力施設内外を歩いて、詳細

には観察できない原子力施設の見学体験や実地検分を行うとともに、施設の中に侵

入検知装置等を配置した防護設計、そして核テロなどの緊急時対応トレーニングを行

うことが容易に実施できる。さらに大学教育・研究においても、このシステム利用など、

幅広く体験型の核セキュリティのトレーニング、教育研究を実現したいと考えている。

今後この VR システムを利用した侵入者による緊急時対応トレーニングなども重要と考

えている 

 

(１)核物質防護実習フィールド（PP フィールド） 

①活動の目標 

サンディア研

究所から導入し

た核使用施設

のパフォーマン

スベースの核セ

キュリティ設計・

評価手法を対

象とし、座学の

みでは十分な理

解が期待できな

い内容につい

て、モックアッ

プ施設を利用し、

演習を体験する

図１：核物質防護実習フィールドの概要 
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ことにより、より深い理解を得る。 

 

②活動のポイント 

トレーニングの対象として、一般視察者、アジアの参加者、国内大学関係者、

国内関連技術関係者、規制庁検査官等に対応できるよう説明内容の明確化・説

明スタッフの充実・施設整備を進める。 

③重要な点 

上記核セキュリティ設計・評価手法で、実機によってサポートするのは 以下の

項目が挙げられる。 

 侵入検知センサー（Ｌ8）、警報評価（Ｌ9）、出入管理（Ｌ10）、禁制品の検知（Ｌ

11）、警報通信・表示（Ｌ12）、アクセス遅延（Ｌ13） 

 これらの各要素（侵入検知センサー、カメラ、モニターシステム、フェンス、認証

機器、禁制品検知器等）の特徴、構成、設定、検知性能、動作等について説明

する。 

 各要素の設定、手動操作、検知領域、動作状況等を参加者に体感させ、性能

の限界、操作性、信号の同時性等を学び、核セキュリティ設計に資する。 

④成果：2011,2012 年度活動実績（詳細は別添実績表参照） 

トレーニングは 6 回、137 名。視察は 33 回、266 名。計 39 回、403 名。 
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⑤今後の課題： 

 新規のセキュリティ機器の導入・効果的な紹介を行い、PP フィールドの充実を

図る。 

 機器単体の性能紹介からさらにトレーニング内容の充実のため、センサー間の

連携、侵入検知・対応に係る模擬 CAS 内のシナリオ演習等につき検討する。 

⑥関係者からの評価： 

実習フィールドで実際に利用されている機器を利用してのトレーニングであるた

めの解りやすさ、実体験ができることについては、一様に評価が高く、また、自由

に設定、操作モードを変えた操作ができるため実際の施設でも体験が困難な範

囲までの経験ができる。 

アンケート等で今後の改善が期待される点を以下に一例を示す。 

 最新の検知器、システムを導入するようにしてほしい。 

 迷惑警報の実例についてもっと収集してほしい。 

 模擬侵入トレーニング、対外的な通報シュミレーションも部分的に研修に入れ

ても良いのではないか。 

 

研修・トレーニング、視察実績（ＰＰフィールド、Ｈ23.5-Ｈ25.2.19） 

種類 対象 回数 人数 

研修・トレーニ

ング 

関係官庁 2 23 

国際機関 1 41 

RTC 核セキュリティ国際・国内コース 2 61 

大学 1 12 

小計 6 137 

視察 

関係官庁 15 120 

海外・国際機関 9 70 

マスコミ 3 18 

大学・学会 3 37 

関連メーカー 3 21 

小計 33 266 

総計 39 403 
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(２)核セキュリティトレーニング用バーチャル・リアリティ（VR）システムの開発 

 

①活動の目標 

ISCN が実施する人材育成に関するトレーニングを効率的に行うことを目標とし

て、核セキュリティトレーニング用のVRシステムの開発を行う。開発期間は平成 23

年度から 25 年度までの３年間であり、期間中に段階的にトレーニング現場に本シ

ステムの導入を行い受講者等の意見を開発に反映する。 

平成 26 年度以降は、核物質防護野外施設を利用したトレーニングと並行利用

を行って運用を図っていく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（VR
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システムの機能別開発計画 

平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度～ 

    

 

 

 

 

 

②活動のポイント 

VR システムは、人材育成事業に資するものである。 

VR システムの開発にあたり、原子力発電所及びその防護システムに関する知

識や知見が豊富でない特にアジアからの受講者を対象として、原子力発電所とそ

の防護システムの全体像を仮想空間において学ぶことが可能となるシステム開発

を目指す。また検知器等の防護機器類の機能、働き、性能等を様々な条件下で

評価可能とする機能の重視も行う。 

一方、規制関係業務従事者及び原子力発電所等の警備関係者を対象に、 

原子力発電所に不審者が侵入するシナリオの下で、その適切な対応について学

ぶことが可能となる機能開発も行う。 

 

③重要な点 

VR システムの開発で留意すべき点は、VR 技術であるがゆえに可能となる機能

に着目し開発を進めることである。ISCN は、核物質防護実習フィールド（PP フィー

ルド）を有している。この施設においては、核セキュリティ機器を実際に体験して学

ぶことが可能となっている。したがって PP フィールドの整備状況を十分に把握し、

VR 技術の特性に着目した開発が肝要となる 

 

④成果 

トレーニングに必要となるハードウェアの整備とVR空間において原子力発電施

設の実地検分、防護システムの機能確認、セキュリティ関連機器の機能を行うこと

ができるシステム開発を平成23年度までに終えた。平成24年度から本システム

の部分利用を実際のトレーニングで始めている。 

訓練利用 

訓練利用とﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ 訓練ｶﾘｷｭﾗﾑ作成・試行 

機能追加 

ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ開発 

② 侵入者施設侵入に対する対応訓練 

ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ開発 

① 施設の実地検分、防護ｼｽﾃﾑ機能確認、ｾｷｭﾘﾃｨ機器の機能・評価 

訓練利用とﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ 

開発ステージ 運用ステージ 
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⑤今後の課題： 

世界的に核セキュリティトレーニングにおいて、VR 技術を本格的に導入してい

る例は、世界的に例がなく、当センターが唯一のものである。 

開発に際しては、規制当局、トレーニングを実際に行う講師からのニーズの汲

み取りやトレーニングを受ける受講者の意見聴取等を通して、規制側、利用者側

から見た使い易さ、わかり易さをＶＲシステムの開発に反映していくことが肝要とな

る。 

 

4.4 保障措置・国内計量管理コース 

 
（１）活動の目標 

①主にアジア関係国に対して国内保障措置人材育成を幅広く支援する。 

②日本の原子力プラント輸出等の側面支援として、相手国の国内保障措 置人

材育成及び体制構築を支援する。 

③IAEA 職員への教育・トレーニングの場を提供し、国際的な核不拡散体制の強

化に資する。 

 

（２）活動のポイント 

①マルチの協力・・・基本的には東海村において、海外から参加者を招  いて国

内保障措置人材育成に役立つ研修を実施する。 

②バイの協力・・・相手国のニーズに出来る限り合わせ、基本的には相  手国に

出向いて個別の研修（例えば拡大申告に関するワークショップ）を実施する。 

③IAEA 支援・・・日本政府による IAEA 保障措置技術支援（JASPAS）として、機構

の施設や知見を提供する。 

 

（３）重要な点 

①国際保障措置は IAEAが実施する業務であり、研修等実施の際には必ず IAEA

の関与を検討する。 

②多様な原子力施設が集中している東海村の利点や、IT 技術の活用等日本の

利点を活かした研修内容を組み立てることにより、他国における研修と比較して

より有効かつ魅力あるものとなる。（例えば実施設を利用した実習や見学、PC

や映像機器を用いた講義など） 

③技術面のみならず核兵器の実際の影響を理解した上で、核不拡散の重要性を

訴える事が効果的。唯一の被爆国として、核兵器利用の結果生じた被害等に

ついて、被爆地訪問を通して伝えて行く事は重要。 

④マルチの協力・・・参加者の知識レベルが国別、職種別により多様な  為、原

子力関係の基礎知識（例えば核燃料サイクルの基礎）を随時取り入れることが

必要。 

⑤二国間協力・・・相手国のニーズに合わせる為、国内に特定国の参加者を招く

ことも必要（例えばベトナム）である。 
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（４）成果 

① 二国間協力・・・量的な実績（詳細は参考資料２参照） 

質的な実績（ベトナムの AP 批准（2012 年 9 月）の達成、マレーシアも間もなく AP

批准予定） 

② 多国間協力・・・量的な実績（詳細は参考資料４参照） 

③ IAEA 支援・・・DCVD トレーニングを受けた者が中心となって、福島第一原子力発

電所の使用済み燃料に係る査察を実施中。 

④ 被爆地訪問・・・核セキュリティでの RTC と同様、プログラムの一環として、被爆地

訪問を行い、参加者からは好評を得ている。 
 

国内計量管理制度に係る国際トレーニングのカリキュラム事例 

日 時間  内容 

1 モジュール１：国際保障措置（枠組みと要件） 

  01:00 福島の状況等説明 

  01:20 1.1 IAEA 保障措置の紹介 

  01:20 1.2 国レベルの国内体制要件 

  00:25 1.3 核燃料サイクル（科学的／技術的背景） 

  00:30 1.4 少量議定書問題の背景 

2 モジュール２：核物質の計量管理（記録／報告） 

  01:15 2.1 IAEA 核物質計量管理の概念 

  00:55 2.2 施設での国内体制/核物質計量管理要件 

  00:40 2.3 施設の記録と報告 

  01:30 2.4 IAEA への計量管理報告提出（コード 10） 

  02:00 ワークショップ A ： 記録と報告 

3 モジュール３：追加議定書申告 

  01:00 3.1 追加議定書の概念 

  01:00 3.2 追加議定書の報告義務の概念 

  01:00 3.3 核の通商（輸出入）管理システム 

  00:45 3.4a 追加議定書ワークショップ B の導入（その A） 

  01:20 ワークショップ B ： 追加議定書申告（その A） 

  00:30 3.4b 追加議定書ワークショップ B の導入（その B） 

  01:00 ワークショップ B ： 追加議定書申告（その B） 

4     

  00:45 3.4c 追加議定書ワークショップ B の導入（その C） 

  01:45 ワークショップ B ： 追加議定書申告（その C） 

  00:30 3.4d 追加議定書ワークショップ B のまとめ 

  03:15 視察：原電東海２ 

5 長崎訪問 

  01:00 ヒバクシャ講話 

  00:30 視察：長崎原爆記念資料館 

  00:45 視察：国立長崎原爆死没者追悼祈念館 

    

6     

    

  00:30 見学：長崎平和公園 

  00:15 爆心地にて献花 

  01:15 長崎・ヒバクシャ医療国際協力会（NASHIM）講話 

7 休日   

8 モジュール４：各国の保障措置経験 

  00:55 4.1 米国の保障措置実施経験 

  00:50 4.2 韓国の保障措置実施経験 
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  00:50 4.3 EURATOM の保障措置実施経験 

  03:40 カントリーレポート 

9 モジュール５：国際保障措置（方法と技術） 

  01:10 5.1 保障措置手法 

  00:50 5.2 核物質の非破壊測定 

  00:50 5.3 核物質の破壊分析 

  00:50 5.4 IAEA 封じ込め／監視システム（非立ち会いと遠隔監視を含む） 

  00:40 5.5a 環境試料採取（第１部：概論） 

  00:30 5.5b 環境試料採取（第２部：CLEAR） 

  00:50 5.6 補完的アクセス 

  01:35 ワークショップ C ： 非破壊装置と封じ込め/監視装置の紹介 

10 モジュール６：国内制度の創設と維持 

  00:55 6.1 設計情報に係る質問書(DIQ)、検査（DIE)、検認（DIV） 

  00:30 6.2 参照施設の紹介 

  01:15 6.3 参照施設の設計情報質問書 

  03:15 視察：JRR-3（ICVD + DIQ） 

  01:15 ワークショップ D ： 班毎に参照施設の設計情報質問書記述 

  00:30 クイズ 

11     

  01:15 ワークショップ D ： （続き） 

  00:35 班毎にワークショップ D の発表 

  01:10 6.4 施設と国レベルでの国内制度構築に係るワークショップの導入 

  03:00 視察：三菱原燃 

  01:15 ワークショップ E ： 施設と国レベルでの国内制度構築 

12     

  02:30 ワークショップ E ：（続き） 

  00:30 クイズ 結果 

  01:00 WS-E の班毎の発表 

  00:45 日本の保障措置取り組み状況 

 

    被爆地訪問：参加者の感想  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

広島を訪問したのは初めてでした。広島平和記念資料

館では、原子爆弾の投下という歴史的な経験を後世に

いかに伝えるか、その努力に関心させられました。核兵

器に反対する強い気持ちを感じました。 

「経験こそが一番の教師である」と感じました。そして、
国際社会がひとつになり、原子力技術の平和利用によ
り恩恵を受け続けられるよう、（核不拡散などの努力を）
より一層強めていきたいと感じました。 
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（５）今後の課題： 

①多国間協力に関連して、IAEAからの要求をどの程度取り込んでいくか。（例えば

SQP への対応） 

②SSＣA多国間コースを如何にして深化させていくか。実務としてDIQ や計量報告

を作成する者に特化したトレーニングの実施など。 

③二国間協の優先度のつけ方の検討。（当面はベトナム、今後はトルコやヨルダン

なども） 

④IT 機器等のより積極的な利用による、より理解し易いプログラム開発。 

⑤NMCC の協力を得る等、日本人講師陣の充実。 

（６）関係者からの評価： 

（参加者や講師陣（IAEA など）、相手国の幹部など） 

①多国間協力・・・2012 年の SSAC コース参加者からは、「日本人（JAEA や ISCN）

は、どの国よりも優れた研修コースを作り上げています。」との評

価があった。 

I understand that Japanese people (JAEA and training centers) 

make doing courses better than another country !!! 

②二国間協力・・・IAEA 保障措置局部長 ジル・クーリー氏 

IAEA による各国のニーズに対応したきめ細やかな支援の提供

には限界があり、ISCN の存在は極めて重要。ISCN による新規

原発導入国のインフラ整備および能力増強支援は、IAEA の

活動を補完するものである。今後緊密に協力していきたい。 

③IAEA支援・・・再処理トレーニングに関しては、JASPAS年次レビュー会合報告書

(2013)に、IAEA唯一のトレーニング機会であり、今後の継続を望

むとの声がある。 

The IAEA would like to have this course on a yearly basis since it 

is the only course that provides comprehensive training for 

reprocessing plants including on-site training 

 

５．核物質の検知・測定のための技術開発 

 

当センターの発足から、先端的核検知・核測定技術開発として、以下の項目を実施

してきており、平成 24 年においては新たに１件（⑤）が追加されて研究開発が進行中

である。 

① 核鑑識に関する研究開発 

② 使用済燃料中 Pu-NDA 実証試験（JAEA/USDOE 共同研究） 
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③ レーザー・コンプトン散乱 NDA 技術開発（一部 JAEA/USDOE 共同研究） 

④ He-3 代替中性子検出器開発（JASPAS 提案中） 

⑤ 溶融燃料中核物質測定（パルス中性子源利用中性子共鳴非破壊測定）技術開

発（一部 JAEA/JRC-IRMM 共同研究） 

 

（１）技術開発の概要 

① 核鑑識に関する研究開発 

核鑑識とは、捜査当局によって押収、採取された核物質及び放射性物質に

ついて、その組成、物理・化学的形態等を分析し、出所、履歴、輸送経路、目的

等を分析・解析する技術的手段である。平成 23年度より、同位体比測定、ウラン

年代測定及び不純物分析の技術開発を実施するとともに、粒子形状分析の技

術開発を目的とした透過型電子顕微鏡を整備している。また、国内核鑑識ライ

ブラリを開発中である。 

 

 

② 使用済燃料中 Pu-NDA 実証試験（JAEA/USDOE 共同研究） 

平成23年度より、米国DOEが実施中のNGSIの“使用済燃料中Puの（定量的）

直接非破壊測定技術開発”において開発中のNDA装置（統合 PNAR/SINRD法）

によりふげん使用済燃料を対象とした測定試験を日米共同にて進めてきている。
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現時点では、測定実施時期は平成 25年 6月後半の予定であり、測定後、NDA装

置の測定精度等の評価を行う。 

 

③ レーザー・コンプトン散乱 NDA 技術開発（一部 JAEA/USDOE 共同研究） 

平成23年度より、レーザー・コンプトン散乱で発生させる大強度の（MeV級で物

質透過力が強く、エネルギー可変の）単色（エネルギーが一定）ガンマ線を照射し

て、核物質同位体毎に特有な状態に共鳴励起させて起こす「核共鳴蛍光反応」

からの同じエネルギーのガンマ線（核共鳴蛍光ガンマ線）を測定して、対象物中

の核物質同位体量を測定する技術の開発を実施中である。平成 26 年度には、そ

の基礎技術実証として 35MeV 電子ビームと蓄積装置内レーザービームとの散乱

により、大強度のガンマ線（約 22keV）の発生実証を行う予定である。また、核

共鳴蛍光反応のシミュレーションコードの開発・検証を日米共同研究にて実施中

である。 

なお、この技術は福島第一事故での溶融燃料の小石状あるいは切り出し形状

デブリ中の核物質非破壊測定の候補技術である。 

 

④ He-3 代替中性子検出器開発（JASPAS 提案中） 

平成 23 年度より、J-PARC センターで開発してきている ZnS/10B2O3セラミックシ

ンチレータをベースにその改良型セラミックシンチレータでヘリウム-３中性子検出

器と同等の中性子検出器を開発中である。また、それを用いたデモ NDA 装置を

製作し、ヘリウム-３NDA 装置との比較実証を行う。現在、実証計画を作成し、

IAEAに対して JASPAS のテーマとして提案中である。平成 25～平成 26 年度にか

けて性能確認及びデモ NDA 装置とヘリウム-3NDA 装置との比較実証試験を行う

予定である。 

 

 



 

22 
 

 
 

 

⑤ 溶融燃料中核物質測定（パルス中性子源利用中性子共鳴非破壊測定）技術開

発（一部 JAEA/JRC-IRMM 共同研究） 

平成 24 年度より、福島第一事故での溶融燃料のうちの粒子状デブリについて、

パルス中性子源を用いて、中性子共鳴透過分析法(NRTA)と中性子共鳴捕獲分析

法(NRCA)を組合せて核物質同位体量を非破壊で測定する技術の開発を実施中

である。この測定法の開発に関しては、JRC-IRMM との共同研究を実施中であり、

測定精度の評価を行っている。当初 4 年間での開発を予定していたが諸般の事情

により少し遅れる予定である。 
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（２）技術開発活動の目標 

① 核鑑識に関する研究開発（JAEA/USDOE 共同研究） 

② 使用済燃料中 Pu-NDA 実証試験（JAEA/USDOE 共同研究） 

③ レーザー・コンプトン散乱 NDA 技術開発（一部 JAEA/USDOE 共同研究） 

④ ヘリウム-３代替中性子検出器開発（JASPAS 提案中） 

 

これらの研究開発については、スタート時点（平成 23 年度）から 3 年間（平成 25 年

度まで）で基礎実証（下表参照）を終了することとしている。 

 

 

 

項目 基礎実証事項 

①核鑑識技術開発 核物質及び放射性物質の組成、物理・化学的形態等を分

析し、出所、履歴、輸送経路、目的等を分析・解析する。 

② 使 用 済 燃 料 中

Pu-NDA 

実証試験 

米国DOEのNGSIにおいて、ロスアラモス国立研究所が開

発中の Pu-NDA 装置（統合 PNAR/SINRD によるふげん使

用済燃料中の核分裂性核種量（Pu-239、Pu-241）の測定 
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③レーザー・コンプトン

散乱 NDA 技術開発 

電子ビームとレーザービームの散乱（衝突）により大強度の

単色ガンマ線を発生させる基礎実証試験を行う。また、こ

の単色ガンマ線を利用する核共鳴蛍光反応のシュミレー

ションコードの開発・検証を日米共同研究として実施する。 

④ヘリウム-３代替 

中性子検出器開発 

ヘリウム -３中性子検知器と同程度の性能を有する

ZnS/10B2O3 セラミックシンチレータの開発を行うとともに、そ

れを用いた NDA 装置を開発し、従来型のヘリウム-３中性

子検出器による NDA 装置と同定度の性能を有することを

実証する。 

 

⑤ 溶融燃料中核物質測定（パルス中性子源利用中性子共鳴非破壊測定）技術 

開発（一部 JAEA/JRC-IRMM 共同研究） 

当初平成 27 年度までにプロトタイプ装置を完成させ、少量のサンプルに対する非

破壊測定法の実証を行うこととしていたが、諸般の事情により少し遅れる予定であ

る。 

 

（３）技術開発活動における国際協力 

実施している技術開発はいずれも最先端の技術開発であり、また、一部の技術は

福島第一事故で発生した溶融燃料中の核物質非破壊測定の候補技術と考えられ

るものである。このため、欧米との共同研究により、知見を共有しつつ実施することが

望ましい。 

これらの技術開発はいずれも国際協力により進められている。 

 

６．国際協力連携 

 

（１）活動の目標 

ISCN の行う主にアジア地域の国々を対象にした核セキュリティ・核不拡散分野

での人材育成事業を推進するため、日本政府等国内関係機関と緊密に連携し

つつ、国際原子力機関（IAEA）、欧州委員会（EC）／共同研究センター（JRC）

世界核セキュリティ機関（WINS)等の国際的な機関との協力、また、二国間

協力としての米国エネルギー省（DOE)／国家安全保障庁（NNSA）や国立研究

所、韓国、中国等との協力、さらには、多国間協力としてのアジア原子力協力フォ

ーラム(FNCA）、アジア太平洋保障措置ネットワーク（APSN）等での協力を行って

いる。 
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 国内外組織との連携体制

 

（２）活動のポイント 

①IAEA、EC/JRC、WINS 等の国際的な機関との協力 

IAEAについては、ISCNの行う核セキュリティ・核不拡散分野での人材育成事

業において、IAEA の保障措置（SG）局と定期的な意見交換会を実施し、事業

計画についての情報共有を行い、ISCN の年間計画に基づいて該当年度の講

師派遣を依頼するなど、密接な協力関係を構築している。具体的には ISCN が

実施したベトナムの追加議定書（AP）のトレーニングやカザフスタンでのセミナ

ー等、多くのセミナーやトレーニングに IAEAから講師の派遣を受けている。また、

IAEA の査察官トレーニングにおいては、日本側の事務局として支援・協力を行

っている。 

核セキュリティ関係では、IAEA が事務局となって推進している核セキュリティ

支援センターの国際ネットワーク会議に参加してネットワーク活動にも積極的に

貢献するとともに、核セキュリティ文化のガイドライン改訂作業や、

INFCIRC225Rev.5 のトレーニング・カリキュラム作成に係る専門家会合に ISCN

の専門家を派遣するなどして IAEA の活動に積極的に参加し、支援を行ってい

る。 

EC/JRCとは、EUに設置されたCBRN COEイニシアティブと密接に情報共有

を行うとともに、EC/JRC と ISCN 双方が、それぞれが実施するトレーニン

グ・コースやセミナーに講師等の相互派遣を実施して協力を促進している。

ISCN が実施したヨルダンでのセミナー等に EC/JRC が講師を派遣し、例え

ば、ISCN からは EC/JRC がイタリアのイスプラやマレーシアで実施した保
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障措置のセミナー等に講師を派遣している。 

WINSとは、ベスト・プラクティス・ガイドの共有を図るとともに、年に

1 回、核セキュリティに関するセミナーを東京で共同開催する等の協力を

進めている。このセミナーはプロの俳優が核セキュリティに関する切迫し

た様々な場面を演じ、その後、セミナー参加者がそれを基に議論するとい

う劇場型のセッションを取り入れており、参加者からは好評を博している。 

②二国間協力 

米国 DOE/NNSA やサンディアを中心とした国立研究所とは、ISCN 設置以

来密接な協力関係を維持してきている。設置間もない ISCN の人材育成計

画作成や具体的な実行等に関する協力は日米政府間の「核セキュリティ作

業グループ（NSWG）」での具体的目標の一つであり、この NSWGの目標達成

のため、米国エネルギー省と JAEAが 2011年 1月に合意した 2年間の核セ

キュリティ人材育成に係る4つの「プロジェクト・アクション・シート（PAS）」

は成功裏に完了した。2013 年 1 月には、ISCN での物理的防護システムに

関する性能評価試験や核セキュリティに関する人材育成支援に関するア

ウトリーチ活動を共同で行うこと等、新たな協力の PASを締結してさらな

る協力を開始したところである。 

韓国、中国とは、同じ地域の COEとして、相互の協力関係を模索してい

る。両国とはすでにセミナー等への講師の相互派遣を始めており、また、

IAEA が呼びかけた非公式の日中韓の協力を模索する会議に参加している。

さらに、韓国とは 2国間でも情報の共有やさらなる協力の可能性について

の議論を進めている。 

③FNCA、APSN等との協力 

日本政府等国内関係機関と緊密に連携しつつ、多国間地域協力として両

組織とはアジア地域における核不拡散／保障措置・核セキュリティ分野で

の協力体制を構築してきている。 

FNCA（注 1）では、2011年から「核セキュリティー・保障措置プロジェ

クト」が設置ており、千崎 ISCN センター長がプロジェクト・リーダを務

め、FNCA 会議のサブスタンスを ISCN が担当する等、本プロジェクトを主

導している。 

APSN（注 2）では、本ネットワークを主導するオーストラリアと連携し、

会議運営にも積極的に参加している。また、オーストラリアからは、ISCN

の主催したマレーシアでのセミナーに講師の派遣を受けている。 

なお、ASEANエネルギーセンタ―（ACE）とはシンポジウムの共同開催に

向けて調整を始めたところである。 
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（注１）FNCA（Forum for Nuclear Cooperation in Asia）核セキュリティ・保障措置プロジェクト） 

アジア諸国における原子力の平和的利用の推進においては、原子力安全とともに核セキュ

リティ、保障措置の一層の確保が重要となる。本プロジェクトは 2012 年 2 月より活動を開始し、

核セキュリティ・保障措置の重要性について参加各国の認識を高め、情報交換、人材育成

の機会、関連機関との共催のセミナー開催、ベストプラクティスの共有、そして核セキュリテ

ィ・保障措置文化の推進などを通じて、核セキュリティ・保障措置の強化を図ることを目的とし

ている。本プロジェクトのＷＳは、これまで 2回のＷＳを開催した（2012年 2月日本、2012年 11

月ベトナム）。オーストラリア、バングラデッシュ、中国、インドネシア、カザフスタン、韓国、マレ

ーシア、モンゴル、フィリピン、タイ、ベトナムが参加, 

 （注 2）APSN（Asia-Pacific Safeguards Network） 

アジア太平洋地域の保障措置関連機関の保障措置運用・実施能力の向上を目的とするネ

ットワーク。地域内での保障措置に関連する協力の推進、IAEA 保障措置の強化を支援、保

障措置実施に関する知見の共有、保障措置体制整備の支援の連携、効果的な保障措置の

技術開発を促進することなどを活動の内容に掲げて、2009 年 10 月 1 日付でその活動開始い

る。APSN メンバーシップとしては、政府・政府関連機関による専門家のネットワークで、参

加 14 カ国（インドネシア、オーストラリア、カナダ、韓国、シンガポール、タイ、中国、日本、

ニュージーランド、フィリピン、米国、ベトナム、マレーシア、ロシア）の保障措置に関連す

る政府機関・政府関係機関にメンバー資格がある。 

 

（３）重要な点 

①米国 DOE/NNSA やサンディアを中心とした国立研究所とは、当センター立ち

上げ時から非上に緊密な関係を構築してきている。なお、米国とは核セキュリテ

ィ作業グループ（NSWG）の協力項目には ISCN 事業に関する協力があげられ

ており、また、DOE/JAEA との日米常設調整グループ会合（PCG）でも ISCN 関

連の協力が含まれている。 

②IAEA や WINS とは、強固な協力関係を構築してきており、また、 EC/JRC とも

協力関係が緊密になってきている。 

③韓国、中国は、ISCN と部分的には同様の機能を持つセンターを立ち上げる予

定であり、連携協力について協議を実施してきている。 

④その他の二国間協力については、これまでのベトナム、タイ、インドネシア、カザ

フスタン、モンゴル、マレーシアとの協力に加え、リトアニア、ヨルダン、ウクライ

ナ、トルコ、バングラディシュ等との協力を構築しようとしている。 

⑤FNCA や APSN には、ISCN は積極的参加してきており、さらに ASEAN/ACE と

も協力を始めようとしており、今後も、関係を発展させさていく予定である。 
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（４）成果 

①上記の米国DOE/NNSAや SNL、また、IAEA、EC/JRC、WINSとの協力、さらに

は豪州や韓国といった二国間との協力により、ISCN が開催するセミナーやトレ

ーニング・コースに講師を派遣してもらうこと等により、ISCN の人材育成支援事

業を円滑に、充実したものとして開催することが出来ている。 

②また、これらの組織が開催するトレーニング・コースには ISCN からも講師を派遣

するなどし、相互協力となっている。 

③二国間協力では ISCN が協力したこともあり、昨年 9 月、ベトナムにおいては追

加議定書の調印が実現している。 

 

（５）今後の課題 

①今後、韓国、中国は ISCN と同様の機能を持つセンターを立ち上げようとしてお

り、同じアジア地域で両国のセンターとどのような協力・協調関係を構築していく

かについては、積極的にかつ慎重に対応していくことが必要となる。 

②FNCA や APSN といった多国間の組織については、ISCN が核セキュリティ・核

不拡散/保障措置の分野でリーダーシップを継続して発揮していくことが必要で

ある。 

③ASEAN・エネルギーセンター（ACE）と共催の核セキュリティ WS の開催につい

て、文科省、経産省、外務省と連携して実施する。 

 

（６）関係者からの評価 

①米国・・・・・・ISCN の活動に関する協力は NSWG の協力項目の一つとなってお

り、今年 1 月に米国で開催された会合では、米国側より「ISCN は素

晴らしい成果をあげている」とのコメントがなされた。また、2 月に開

催された PCG会合では、DOE/NNSAのメンデルスゾーン次官補代

理からも ISCN の活動についての賞賛の声が寄せられた。 

②ベトナム・・・昨年 9 月に追加議定書に批准した際に VARANS の部長から

「JAEA、特に ISCN の協力については深く感謝している」旨の謝辞

が送られてきている。 

③その他・・・・ISCN は、ワシントン核セキュリティ・サミットでのコミットメントを基に設

立した人材育成支援の COE としては唯一、多くの活動を行ってき

ており、海外からも多くのお褒めの言葉をいただいている。 
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７．二国間協力の考え方・取組（ベトナム協力の事例） 

 

 

（１）活動の目標 

基盤整備支援の一貫として、アジア諸国を中心に、核不拡散・核セキュリティの

重要性の啓蒙を行い、また知識・経験・情報の共有、法令整備の支援、及び国内

核物質計量管理制度（SSAC）や核物質防護のトレーニングの提供を通して、存在

する全ての核物質が、平和目的のためだけに使われ、盗取や妨害破壊行為から

十分の守られることを確保すための体制作り等を支援する。 

 

（２）活動のポイント 

①ニーズ調査・・・協力を行うに当たり、相手国の状況に応じて、ニーズに合った

支援を行うことが重要であるため、協力を開始する第一歩として、相手国に赴き、

関係諸機関と核不拡散・核セキュリティ体制の整備状況や原子力導入計画等

について調査する。  

②国際枠組みコース・・・相手国の関係者への啓蒙と情報共有を目的として、核不

拡散・核セキュリティに係る国際枠組み及び日本や国際機関の取組みについ

て 2 日間のセミナーを実施する。内容は、ニーズ調査に基づいて調整する。コ

ースの中で相手国における取組みに関して議論も行うとともに、相手国が抱え

る課題を抽出し、その後の協力計画について具体的に協議する 

③核セキュリティコース、保障措置・国内計量管理コース：把握したニーズに基づ
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き、ニーズの強い分野に関してより実践的なセミナーやワークショップを開催す

る。（支援項目については、参考資料 1 を参照） 

 

（３）重要な点 

①知識と経験を共有し、対象国のニーズに応えることは、その国の核不拡散及び

核セキュリティのインフラ開発を発展させる上で重要であり、そのためには対象

国のニーズの把握と継続的な意見交換が不可欠である。 

②一方的な知識や技術の提供にならず、相手国が自立して自国の核不拡散・核

セキュリティ体制を強化、維持できるようになるために、相手国の人材育成計画

と協働し、人材育成に係るプログラム開発や講師となる人材を育てることに重き

を置く。 

③二国間協力と多国間イニシアティブは相互補完的な関係にあり、複数国を対象

とする国際/地域トレーニング・コース、ワークショップへの相手国からの参加を

奨励する。国際/地域コースでの他国参加者との議論を通して自国のニーズを

より理解することができるため、二国間協力における取り組みがさらに促進され

る効果が期待される。 

 

（４）成果 

2011-2012 年度の 2 年間の二国間協力の成果は以下の通り。 

①ニーズ調査（6 か国）・・・インドネシア、カザフスタン、トルコ、モンゴル、マレーシ

ア、ヨルダン、リトアニア 

②国際枠組みコース（6 か国 8 回）：カザフスタン、トルコ、マレーシア、ベトナム(2

回)、モンゴル(2 回)、ヨルダン 

③核セキュリティ・コース（2 か国 2 回）：カザフスタン、ベトナム 

④保障措置・国内計量管理コース(2 か国 4 回)：マレーシア、ベトナム(3 回) 
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ベトナムの事例・・・ベトナムは ASEAN を構成するアジアの国であり、また閣議

決定レベルで原子力発電所開発計画を有し、さらに日本からの原子力発電所

導入を決定したことを考慮し、集中的に二国間支援協力を実施してきた。核不

拡散科学技術センター (現在の核物質管理科学技術推進部：STNM)が 2007

年に協力を開始して以降、2010 年 6 月に JAEA とベトナム放射線・原子力安

全規制庁(VARANS)との 間で核不拡散に対する保障措置及び核セキュリティ

のインフラ開発への協力に関する覚書を締結、ISCN 設立後は ISCN が引き継

いで支援を実施。2012年末までに IAEA追加議定書の批准を目指していたベ

トナムに対して、そのニーズに応じて、ベトナムの追加議定書批准に向けた体

制整備を支援した結果、同国は IAEA 追加議定書を 2012 年年 9 月 17 日に

批准したことは大きな成果である。 

 

（５）関係者からの評価 

ベトナムは、他の ASEAN 諸国と比べて核不拡散体制整備の面でも遅れている

が、その点で JAEA・ISCN がベトナムのレベルに応じた協力を実施してくれている

ことに感謝する共に、さらなる協力の深化を期待する。 
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参考資料１：キャパシティ・ビルディング支援項目 

 

 

法
令
整

備
 

[保障措置 (包括的保障措置協定：CSA & 追加議定書：AP)] 

 相手国の CSA及び AP実施に向けての理解を条文ごとに支援 

 相手国の国内法令によって確保すべき CSA 及び AP要件についての理解を支援  

 国内法令の中で、これらの課題を確保できる方法についてガイドラインの提供 

 法令の草案に意見する相談役を務める  

[核セキュリティ] 

 相手国の核セキュリティ国際枠組みについての理解を支援 

 相手国の国際核セキュリティ文書の要件についての理解を支援 

 国内法令の中で、核セキュリティの要件を確保できる方法についてのガイドライ

ンの提供 

 法令の草案に意見する相談役を務める 

保
障

措
置

 

Ｓ
Ｓ
Ａ
Ｃ

 

 相手国の CSA及び AP実施の要件についての理解を支援 

 相手国の核物質計量管理要件についての理解を支援  

 相手国の核物質計量管理制度の QCについての理解を支援 

 相手国の設計情報検認手順についての理解を支援 

 相手国の国内査察活動についての理解を支援 

 核物質計量管理報告のトレーニングの提供 

 非破壊分析（NDA）のトレーニングの提供 

 核物質計量の検認のトレーニングの提供 

 核物質の計量管理制度開発のアドバイス 

Ａ
Ｐ

 

[ＡＰ申告]  

 相手国の AP 申告の要件についての理解を支援 

 AP 情報収集の日本のガイドラインの提供  

 AP 申告のトレーニングの提供 

 相手国の産業及びアカデミック分野のアウトリーチ活動の支援 

[補完的アクセス: ＣＡ]  

 相手国の IAEAによる CA実施に向けての必要な準備についての理解を援 

 IAEAの CAを受入れる準備についての日本の経験の共有 

 CA 実施に当たっての日本のガイドラインの提供 

 CA 実施に向けてのトレーニングの提供 

核
セ

キ
ュ
リ

テ
ィ

 

 相手国の核セキュリティの国際枠組みについての理解を支援 

 相手国の国際核セキュリティ文書の要件についての理解を支援 

 核セキュリティの国際要件を満たすに当たっての日本の経験の共有 



 

2 
 

参考資料２：国際核不拡散国際枠組コース活動実績  

 

№ コース名 
国内／二国
間／国際 

実施
場所 

期間 
参加者

数 
備考 

1 
カザフスタンにおける原子力
の平和利用と核不拡散に関
するセミナー 

二国間 
カザ
フスタ
ン 

2011/6/7-8 28   

2 
モンゴルにおける原子力の
平和利用と核不拡散に関す
るセミナー 

二国間 
モン
ゴル 

2011/8/9-10 28   

3 
マレーシアにおける原子力
の平和利用と核不拡散に関
するセミナー 

二国間 
マレ
ーシ
ア 

2012/2/8-9 38   

4 
ベトナム電力公社（EVN）核
不拡散・核セキュリティ・セミ
ナー 

二国間 日本 2012/3/13-14 10 
ベトナム
人対象 

5 
モンゴルにおける原子力の
平和利用と核不拡散に関す
るセミナー 

二国間 
モン
ゴル 2012/9/4-5 34   

6 
ベトナムにおける原子力の
平和利用の相互協力に関わ
る国際会議 

二国間 
ベト
ナム 2012-11/20 51   

7 
ヨルダンにおける原子力の
平和利用と核不拡散に関す
るセミナー 

二国間 
ヨル
ダン 2013/1/29-30 96   

8 
トルコにおける原子力の平和
利用と核不拡散に関するセミ
ナー 

二国間 トルコ 2013/2/19-20 45   

    
Total 330   

 

その他 

№ コース名 

国 内 ／

二 国 間

／国際 

実施

場所 
期間 

参加者

数 
備考 

1 
IAEA 核鑑識コンサルタンシ
ー会議 国際 日本 2012/1/16-19 19 

 

2 

アジア原子力協力フォーラム
（FNCA）核セキュリティ・保障
措置プロジェクト・ワークショ
ップ 

国際 日本 2012/2/22-24 27 
日本人 
：10 

3 
大学連携型核安全セキュリ
ティ・グローバルプロフェッシ
ョナルコース 

国内 日本 2012/9/19-21 12 日本人
のみ 

       Total 58   
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 参考資料３ 核セキュリティコース活動実績 

 

№ コース名 
国内／二国
間／国際 

実施
場所 期間 

参加者
数 備考 

1 
核物質及び施設の物理的
防護に関するトレーニング 国内 日本 2011/8/22-9/2 29 

日本人
のみ 

2 

核物質及び原子力施設の
物理的防護に関する核セキ
ュリティ勧告 
(INFCIRC/225/Rev.5)に係
るワークショップ 

国内 日本 2011/9/5-6 87 
日本人
のみ 

3 
ベトナムにおける核セキュリ
ティ・セミナー 

二国間 
ベト
ナム 

2011-10/13 25 
 

4 
核物質及び施設の物理的
防護に係る地域トレーニン
グ・コース 

国際 日本 2011/10/17-28 28 
 

5 INFCIRC 225/ Rev.5 国際
ワークショップ 

国際 日本 2011/10/31-11/1 40 
日本人 
:15 
米国: 2 

6 

ISCN-WINS ワークショップ
「核セキュリティの強化に向
けたコーポレート・ガバナン
ス」 

国内 日本 2012/3/5-6 50 日本人
のみ 

7 
原子力安全・保安院 核物
質防護検査官トレーニング 

国内 日本 2012-04/21 19 
日本人
のみ 

8 IAEA核鑑識入門地域トレー
ニング・コース 

国際 日本 2012/5/22-24 23 日本人 
: 2 

9 
核物質及び原子力施設の
物理的防護に関する国内ト
レーニング・コース 

国内 日本 
2012/5/30-6/1, 

6/27-29, 
7/25-27 

38 
日本人
のみ 

10 
ISCN-WINS ワークショップ
「核セキュリティ強化のため
の外部機関との連携」 

国内 日本 2012/9/4-5 63 
日本人
のみ 

11 カザフスタンにおける核セキ
ュリティセミナー 

二国間 
カザ
フスタ
ン 

2012/9/25-26 18 
 

12 
核物質及び施設の物理的
防護に係る地域トレーニン
グ・コース 

国際 日本 2012/10/15-26 31 
 

13 

核物質及び原子力施設の
物理的防護に関する核セキ
ュリティ勧告 
(INFCIRC/225/Rev.5)に係
る地域ワークショップ 

国際 日本 2012/10/29-30 20 
日本人 
: 3 

14 
陸上自衛隊化学学校トレー
ニング 

国内 日本 2012-11/06 21 
日本人
のみ 

15 
核セキュリティ文化に係る地
域ワークショップ 国際 日本 2012/11/13-15 29 

日本人 
: 9 

16 
原子力規制庁 新任核物質
防護検査官トレーニング 

国内 日本 2012-11/29 4 
日本人
のみ 

      Total 525  
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参考資料４：保障措置・国内計量管理コース活動実績 

 

№ コース名 
国内／二国
間／国際 

実施
場所 

期間 
参加者

数 
備考 

1 
ベトナムにおける追加議定
書申告に関するワークショッ
プ 

二国間 ベト
ナム 

2011/10/11-12 16 
 

2 国内計量管理制度に係る国
際トレーニング 

国際 日本 2011/11/28-12/9 22 日本人:2 

3 
ベトナム保障措置トレーニン
グ 二国間 日本 2012/2/8-10 9  

4 再処理施設での保障措置
に係る試行トレーニング 

その他 日本 2012/3/5-9 9 IAEA 
のみ 

5 
DCVD による使用済み燃料
検認査察官トレーニング その他 日本 2012/6/25-29 12 

日本人 
:6 
IAEA:6 

6 
ベトナムにおける追加議定
書申告に関するワークショッ
プ 

二国間 ベト
ナム 

2012/7/10-12 18 
 

7 国内計量管理制度に係る国
際トレーニング 

国際 日本 2012/11/26-12/7 25 日本人 
:4 

8 

マレーシアにおける追加議
定書に関するセミナー及び
追加議定書申告に関するワ
ークショップ 

二国間 
マレ
ーシ
ア 

2013/1/30, 
1/31-2/1 

57 
 

9 
再処理施設での保障措置
に係るトレーニング その他 

オー
ストリ
ア＆
日本 

2013/1/22-24, 
1/28-2/1 9  

 
      Total 177   
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参考資料５： 
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核不拡散・核セキュリティ総合支援センター (ISCN)  

独立行政法人 日本原子力研究開発機構 

〒319-1118 茨城県那珂郡東海村舟石川駅東 3-1-1 

http://www.jaea.go.jp/04/iscn/index.html 
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